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関係者間の認知ギャップを踏まえた

リスクコミュニケーション方策

要旨
　本研究の目的は、発電技術の健康・安全・環境（HSE）リスクマネジメントに資する知見を得るため、関係者間の認知ギャッ
プに基づき相互理解を妨げている要因を解明し、今後のリスクコミュニケーション改善に向けた方策を提案することである。そこで、
リスクコミュニケーションの重要な要素である相互理解の向上とリスク情報提供方策に着目し、「地熱発電技術」と「化学物質の
健康リスク」を研究対象として、質問紙調査、インタビュー調査、文献調査を用いて分析した。その結果、対象リスクに関する
将来影響の「不確実性」と「不可逆性」に対する利害関係者の大きな懸念、および過去に起きた出来事に関するバイアスが
強固な信念となり、これらがリスクコミュニケーションを妨げている共通的な要因であることを明らかにした。従って、科学的なリスク
評価結果だけでなく、万一影響があった場合の具体的なリスク対策の選択肢等、彼らの懸念やニーズに応える複数対策を協議
するリスクコミュニケーションを実施することにより、リスクマネジメントを改善していくことが重要と考えられた。

ABSTRACT
The objective of this study was to clarify the factors inhibiting mutual understanding among stakeholders and to propose 
for a risk communication strategy. Hearing survey, questionnaire survey, and literature survey were conducted as the case 
study of geothermal power generation and chemical health risks. The key factor was identified as uncertainty and irre-
versibility of the adverse effects in future. Therefore, we discuss and suggest options for improving the risk management 
through continuous dialogue and communication.

１．はじめに
　近年、エネルギー・資源問題への対応や気候変
動 対 策のため、再 生可能エネルギー（Renewable 
Energy; RE）技術の導入・普及の推進が求められてい
る。しかしながら、原子力発電等の施設と同様、地域
住民の反対により立地問題が生じ、計画通り進まない
例が少なくない。RE 技術を普及・拡大していくには、
技術導入に伴う様々な健康・安全・環境（HSE）リス
クとのトレードオフを考えながら、環境リスクマネジメン
トを遂行していく必要がある。そのためには、立地か
ら建設・運用に至る技術のライフサイクルを通じて、地
域社会と相互理解し、信頼関係の構築に寄与するリス
クコミュニケーションが重要な役割を果たす。 
　これまで、リスク論や合意形成論等の理論研究や風
力発電等の事例研究により、リスクコミュニケーション
の必須要素となる共通的な知見として、「事業計画の
早い段階からの関係者の関与」、「手続き的な公正性
の確保」、「徹底的な情報公開と分かり易い情報提供」

等が示され、その重要性は社会的に認知されつつある。
一方、実社会では、不適切なコミュニケーションが原
因で事業中止や信頼低下といった事例が様々な分野で
報告されており、リスクコミュニケーションの理論や概
念の適用（具現化）が困難なことが伺える。その要因
として、学術的研究成果や成功事例の汎用性が低い
点、利害関係者間の認知ギャップが相互理解や信頼
構築を妨げている点、事業者がどのようなリスク・便
益情報をどうやって分かり易く提供し、情報共有すれ
ばよいかが難しい点が挙げられる。
　そこで本研究の目的は、発電技術導入のリスクマネ
ジメントにおける汎用的かつ実務に資する知見を得る
ため、関係者間の認知ギャップに基づき相互理解を妨
げている要因を解明し、今後のリスクコミュニケーショ
ン改善に向けた方策を提案することとした。
　研究対象は、今後の普及・拡大が期待され、地元
調整の社会的ニーズが高い RE として「地熱発電技
術」に着目し、地熱開発プロセスにおける利害関係者
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間のギャップに基づき、事業者が改善できる部分とし
て、温泉資源への的確なリスクマネジメントに資するリ
スクコミュニケーションのあり方を検討した。リスクメッ
セージの提供方策に関しては、知見が豊富な化学物質
の健康リスクを事例として、専門家と非専門家の認知
構造の比較からリスク情報改善策を検討した。これら
2 つの事例研究を通じ、事業者自ら改善できる部分、
および相手の変えられない部分（低い受容性の要因と
なる強固な信念等）に関する、具体的な留意点や汎用
的な成果の抽出を試みた。

２．理論的背景
　本研究と関連する理論的な研究背景を把握するた
め、科学技術社会論、リスク意思決定論、合意形成論、
リスク認知の点から理論的研究の整理を行い、援用で
きる理論をとりまとめた。科学技術社会論では、科学
的な知見（科学的合理性）と地域住民など利害関係
者のニーズ（社会的合理性）にギャップがあり、両者
を兼ね備えた共通部分が公共の意思決定において重
要な役割を果たすことが指摘されている。その部分を
拡大するには、リスクコミュニケーションを通じ、社会
的合理性を考慮したリスクマネジメントが求められる。
これは実務で重視される合意形成においても不可欠で
ある。一方、科学的合理性に関する共通理解の向上に
は、認知ギャップを踏まえた適切なリスクメッセージが
有効であることが示唆された。

３．発電技術導入に関する社会的背景・文脈の
把握
　発電技術導入における問題の背景や文脈を把握する
ため、一般市民を対象として、気候変動リスク、緩和
策としての各発電技術に対する意識の全体像、および

「地熱発電技術」の位置づけを把握するための Web
質問紙調査を実施した（全国成人男女、2010/3/12-
16、有効回答数 7785 名）[1]。更に、地熱発電に対す
る人々の受容性や価値観の現状把握を目的とした Web
質問紙調査を行なった（全国成人男女、2011/3/9-11、
有効回答数 3060 名）[2]。
　その結果、緩和策に対する人々の重要性認識は高く、
エネルギー供給部門の対策への期待は大きいことが示
唆された。RE のうち、地熱技術の認知度や理解度は
相対的に低かったが、認知度が高い人ほど自宅近くへ
の技術導入に対する受容性は高かった。受容性の低い

人々が最も懸念することは、長期的・将来的なリスク
管理や万一の際の責任問題であった。ただし、一般
市民の場合、地熱発電とは直接利害がないこともあり、
地熱特有のリスク認知は認められなかった。

４．地熱発電に係るリスクマネジメント改善方策
　地熱発電技術導入におけるリスクマネジメントの具
体的な改善方策を明らかにするため、地熱発電に関連
する利害関係者（地熱専門家 3 名、温泉専門家 4 名、
開発事業者 8 名、温泉事業者 7 名）へのインタビュー
調査（2010/11 ～ 2012/2）、および自治体を対象とし
た質問紙調査（全国市長会の温泉所在都市協議会等
より86 市町村、それらが位置する 29 道府県。ただし
東北被災地 3 県（9 市）を除く。2012/1/12 ～ 2/20）
により、各利害関係者の意識や価値観等を分析した
[2]。
　その結果、温泉事業者や自治体は、地熱発電開発
による温泉資源への長期的・将来的リスクに対する懸
念が最も大きく、事業者側の環境リスク評価・管理方
策に不満を抱いていた。その高いリスク認知要因とし
て、国内外における過去の温泉枯渇事例が地熱発電
の影響であるという信念が強いこと、および将来的影
響の不確実性や、一旦、悪影響を与えると回復できな
いかもしれないという影響の不可逆性に対する懸念が
大きいことを明らかにした。従って、モニタリングやシ
ミュレーションに基づく科学的なリスク評価結果だけで
なく、万一温泉に影響があった場合の具体的な対策の
選択肢（修復技術や保険等）に関する備えや情報共有
など、利害関係者の懸念やニーズに応える複数の対策
の選択肢を協議することが必要であることを示した。
　関係者が協議する上では対話の場が必要であり、そ
の設置には自治体が大きな役割を果たす。質問紙調査
の結果、自治体によって地熱発電に対する受容性には
大きな差があり、意思決定が困難な場合も見られた。
継続的な対話に関しては自治体の主体性が低く、予算
確保、科学的・専門的知見をわかり易く説明できる要
員の確保、中立性・公平性、継続性が課題として挙げ
られた。

５．認知ギャップに基づくリスクメッセージ作成方策
　4 章で得られた知見も踏まえ、ネガティブな信念が
ある場合の情報提供の留意点、および受け手にとって
分かりやすいリスクメッセージの提供方策について、化
学物質を事例として検討した。対象物質は、公害原因
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物質であり既存概念のバイアスが高いと考えられる「メ
チル水銀」、および対照実験として人々の認知度が低い

「ベンゼン」とし、メンタルモデル・アプローチを適用
した [3-6]。
　メンタルモデル・アプローチは、手法として確立され
ているが、本研究では代表的な物質を選定することで、
成果の汎用性を高め、今後、その他の化学物質リスク
を検討する際の効率性を高めることを試みた。
　各関連する専門家、およびある程度知識のある非専
門家（受け手）に対して複数回のヒアリング調査や質
問紙調査を実施し、双方の認知構造を明らかにした。
それらを比較し、共有・非共有内容より、受け手の関
心や知識の過不足等を明らかにした結果、受け手の共
通的な概念として、「化学物質は体内に蓄積され続け、
不可逆的で深刻な悪影響を与える」との考えを有して
いることが示され、それが化学物質に対する懸念要因
となっていることが示唆された。受け手の知識構造に
は、環境中・体内での動態（分解、代謝、排泄）に
関する知識が欠如しており、それが影響していること
が明らかとなった。従って、リスクを理解する上では、
分解・排泄等の科学的知見に関する基盤的知識を補う
ことが重要と考えられた。
　ただし、水銀のように既存概念が強い場合は、体内
に摂取すること自体を嫌がる受け手もいたため、個人
でできる具体的なリスク低減策の選択肢、および現状
での政府や事業者によるリスク管理対策を十分に情報
提供することが必要であった。

６．考察
　本研究では、地熱発電と化学物質の 2 つの事例研
究を実施し、各リスクマネジメントの全体像（科学的
合理性の部分）をベンチマークとして関係者間の認知
ギャップを解明した。その結果、対象リスクに関する
将来影響の不確実性と不可逆性に対する利害関係者
の大きな懸念、および過去に起きた出来事に関するバ
イアスが強固な信念となり、これらがリスクコミュニケー
ションを妨げている要因であることを明らかにした。
　社会心理学に関する先行研究では、一般的にリスク
に対する人々の低い受容性（＝高いリスク認知）は、「恐
ろしさ」や「未知性」と関連しているとされる。このため、
そのようなリスク認知が既に知識構造に組み込まれて
強固な信念となっている場合、容易に変え難いとされ
ている（例えば原子力発電に対する恐怖感等）。従っ
て、コミュニケーション上は、その点を相互に認めた上

で、それらに焦点を当てたリスクマネジメント、すなわ
ち将来的・長期的なリスク対策の選択肢を複数準備し、
十分な情報提供と相互理解が必要であることが示唆さ
れた。

７．まとめ
　本研究は、今後技術導入が期待される再生可能エ
ネルギーの中でも、これまで国内で社会科学的な知
見が殆どない「地熱発電技術」を研究事例とし、リス
クコミュニケーションを妨げている阻害要因に基づき、
最も対応が求められている温泉リスクマネジメントの改
善方策を明らかにした点に新規性・独自性があると考
える。情報提供方策に関しては、従来の手法を改良す
ることで成果の汎用性を高め、今後、その他の化学物
質リスクにも適用できる知見を得た。
　今後、RE 技術や化学物質を排出する技術を扱う事
業者が継続的・長期的に環境・健康リスクの評価・管
理を行う際には、予め関係者に対する社会科学的調査
により認知ギャップを把握することで、特に重視すべ
き対策やリスクメッセージが明確になる。そうすれば、
科学的合理性だけで意思決定するのではなく、技術導
入プロセスの状況や段階に応じて社会的合理性の観点
をリスクマネジメントやリスクメッセージの改善に反映
できるであろう。
　今後の課題としては、本研究で得られた知見の現場
事例での実証研究が必要と考えられる。また、事業者
がリスクマネジメントシステムを的確に実施する上での
インセンティブや具体的な組織内での障壁を除くため
の研究も必要と考えられた。
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